秘密保持契約書

[設立準拠法]に基づいて設立された[会社名]（以下「甲」という。）と[設立準拠法]に基づいて設立された[会社名]（以下「乙」という。）とは、甲が乙に開示する情報の取扱い等につき、次の通り秘密保持契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第1条 （開示の目的）

甲は、[目的の記載]を行う目的（以下「本件目的」という。）で、本契約期間中、甲の秘密情報を、乙に開示するものとする。

第2条 （秘密情報）
1. 本契約において秘密情報とは、本契約に基づき甲が書面又は有形若しくは無形の媒体（電子、電磁的記録及び通信によるものを含む。）若しくは口頭により、乙に対して開示若しくは貸与（以下「開示」という。）する、すべての技術、図面、資料、企画書、仕様書、企画メモ、データ、サンプル、ソフトウェア、ソースコード、ビジネスプラン、アイデア、構想等の知識情報、顧客、マーケティング活動、財務その他の甲の業務上の情報及び甲が守秘義務を負うすべての第三者の情報で、開示の際に甲により秘密情報でない旨の指定がなされたものを除く全ての情報をいう。また、本契約の締結を前提として本契約締結前に開示された本項に定める情報も、秘密情報に含むものとする。

2. 前項の規定にかかわらず、情報の開示を受けた乙が次の各号の一に該当することを立証し得た情報は、秘密情報には含まない。

(1) 開示され又は知得する以前に公知であった情報

(2) 開示され又は知得する以前に自らが既に所有していた情報

(3) 開示され又は知得した後、自らの責に帰し得ない事由により公知となった情報

(4) その秘密情報を利用せずに自ら開発して得られた情報

(5) 開示され又は知得した後、正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を負わず適法に知得した情報

第3条 （秘密保持）
1. 乙は、甲の事前の書面による承諾なくして、秘密情報を第三者に開示し、又は、漏洩してはならない。

2. 乙は、本件目的に携わるその役員及び従業員（以下「乙役職員」という。）に対してのみ、必要な範囲内に限って秘密情報を開示するものとし、その開示に際しては、当該情報が秘密を保持すべき事項であることを明示するとともに、開示する乙役職員に対し、乙が本契約に基づき負うと同様の義務を負わせるものとする。当該乙役職員が当該義務に違反した場合には、乙が本契約に違反したものとみなし、乙は、当該違反につき一切の責任を負う。

3. 乙は、その責めに帰すべき事由により秘密情報が漏洩した場合は、直ちに甲に連絡し、その指示を受けるものとする。この場合において、乙は、秘密情報の占有を回復し、その後の無権限使用を防止するために合理的に必要と認められるあらゆる対策を講じ、又は、甲からの要請に基づき、甲により講じられる一切の対策に協力する。

4. 乙は、法令又は裁判所若しくは行政機関の命令により秘密情報の開示が求められた場合には、実務上可能な限り事前に甲に通知し、かつ、開示する秘密情報を必要最小限にするため、合理的な努力をするものとする。

第4条 （使用目的の制限）

1. 乙は、秘密情報を本件目的以外に使用し又は利用してはならないものとする。
2. 乙は、甲よりソフトウェアの開示を受けた場合には、当該ソフトウェアについて、ディスアセンブル、デコンパイル、リバースエンジニアリングその他当該ソフトウェアに係るソースコードを解析し、またはその解析につながる行為をしてはならないものとする。
第5条 （複製等の禁止）

乙は、本件目的以外に、秘密情報に関するいかなる書面及び媒体もコピー若しくは複製し又は改変することができない。ただし、事前に甲の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。
第6条 （秘密情報の保管）

1. 乙は、秘密情報に関するすべての書面及び媒体並びにそれらのコピー及び複製物を他の資料及び物品等と明確に区別し、善良なる管理者の注意をもってこれらを保管する。

2. 乙は、本契約締結後[3]営業日以内に、秘密情報を管理する管理責任者を選任し、甲に対し、その名前、所属部署及び役職を通知する。

第7条 （返還等）

乙は、本件目的が達成された場合、甲が返還を請求した場合、又は本契約が終了し若しくは解除された場合には、甲の指示に従い、すみやかに秘密情報に関するすべての書面及び媒体並びにそれらのコピー及び複製物を甲に返還し、又は破棄しなければならない。

第8条 （権利の帰属等）

乙は、本契約に基づき甲が乙に対して開示する秘密情報に関する商標権、特許権、実用新案権、意匠権、著作権その他の知的財産権が、甲に帰属するものであり、本契約が乙に対しこれらに関する何らの権利を移転するものではなく、かつ、これらに関する実施権の許諾を伴うものでもないことを確認し、かつ、合意する。
第9条 （知的財産権の取扱い）

1. 乙は、秘密情報に基づいて、発明、考案、意匠の創作、著作物の創作等を行い、これにより知的財産権（発明については特許を受ける権利、考案及び意匠の創作については登録を受ける権利を含む。以下「新知的財産権」という。）が発生した場合には、直ちにその旨を甲に通知しなければならない。

2. 新知的財産権の帰属、取扱いその他の必要な事項については、甲及び乙が別途協議の上、決定する。
3. 前項の規定に従って新知的財産権に係る必要事項が決定されるまでの間、乙は、事前に甲の書面による承諾を得なければ、新知的財産権に係る出願又は登録登記を行うことができず、自ら新知的財産権を実施することができず、かつ、第三者に対しその実施を許諾することができないものとする。

第10条 （損害賠償）

1. 乙は、本契約の条項の一に違反し、甲に損失又は損害を与えた場合には、その一切の損失、損害を賠償する。なお、乙が本契約に違反した場合、甲は、乙に対する何らの催告もなく本契約を解除することができるものとする。但し、かかる解除は、甲による乙に対する損害賠償請求を妨げるものではない。

2. 乙は、乙役職員が退社する場合には、当該乙役職員との間で、当該乙役職員が退社後も秘密情報に対して秘密保持義務を負うことを確認し、その旨の契約を締結するものとする。
3. 乙は、乙役職員が退職後に秘密情報を漏洩した場合には、それにより生じた損害について、当該乙役職員と連帯して損害賠償義務を負う。

第11条 （権利譲渡の禁止等）

乙は、本契約における自己の権利又は義務を、第三者に譲渡し又は承継させてはならない。ただし、事前に甲の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。
第12条 （有効期間）

本契約の有効期間は、本契約締結日から[3]年間とする。但し、有効期間満了日の1ヶ月前までに、甲又は乙のいずれからも書面による意思表示がない場合は、更に１年間更新されるものとし、以後も同様とする。
第13条 （存続規定）

第2条（秘密情報）、第3条（秘密保持）、第4条（使用目的の制限）、第8条（権利の帰属等）、第9条（知的財産権の取扱い）、第10条（損害賠償）、本条（存続規定）、第14条（準拠法）及第15条（紛争解決）の各規定は、本契約終了後も有効に存続するものとする。

第14条 （準拠法）

本契約の締結、効力、解釈及び履行は、[日本法]に準拠し、[日本法]に従って解釈される。

第15条 （紛争解決）

本契約に起因し又は本契約に関連する一切の紛争については、[東京地方裁判所]を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第16条 （協議事項）

甲及び乙は、本契約に定めのない事項、又は本契約の各条項の解釈について疑義が生じた場合には、信義誠実をもって協議のうえ、その解決にあたるものする。

[以下余白]
本契約締結の証として本書2通を作成し、甲及び乙がそれぞれ署名又は記名捺印のうえ、各自1通を保有する。

20XX年　　月　　日
甲:

[会社名]
Address： [住所]
By:                                

Name:
[代表者名]
Title:
[役職]
乙:

[住所]
[会社名]
代表取締役　[代表者名]
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